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「2024 年問題」を目前に控える中でのＪＲ産業の課題と要請 

 

 ＪＲ発足後の人口減少、少子高齢化、高速道路の整備延伸など、私たちを取り巻く構造的

な社会変化がさらに加速し、コロナ禍により課題が顕在化、深刻化しています。さらに、Ｊ

Ｒ産業はコロナ禍により、2020 年度に３兆円の減収、１兆円の当期赤字を計上するなど未

曽有の経営へのダメージを被ったものの、各方面の支援もあり、現在は運輸収入がコロナ禍

前の約９割まで回復し、安定軌道に戻りつつあります。しかし、長期債務が 3年間で 2.5 兆

円拡大したほか、動力費が直近 1年間でも 1.6 倍、約 800 億円の負担増となり、大幅な経費

増嵩に見舞われるなど、経営への深刻な負担が及んでいます。 

 今後もＪＲ産業が持続的に成長し、社会に貢献し続けるためには、ＪＲ労使の改革努力は

もとより、国をあげた政策面での有効な支援が求められると考えます。 

本年 10 月には「改正地域交通法」が施行され、国も関与して官民パートナーシップを強

化し、地域モビリティのあり方を具体的に議論する環境が整いましたが、今後がより重要で

あり、官民問わずあらゆる関係者と実効性ある建設的な協議と継続的な取り組みが必要で

す。 

また、喫緊の課題として、自動車運転業務、建設業などの時間外労働の上限規制の適用に

伴う 「2024 年問題」への対応が迫られています。前者については、貨物鉄道の有効活用、バ

ス事業の持続的経営を確保するための対策が、後者については、鉄道の安全運行維持のため

の労働力確保、大幅な労務経費の増加への対策などが求められ、いずれもＪＲ労使の努力の

みならず、社会全体で解決すべき課題も多く、国の対策が必要だと考えています。 

 また、中長期的観点での政策課題についても、現時点から適切な議論が形成される必要が

あります。社会的な要請である脱炭素化については、環境面での優位性を持つ鉄道をより活

用することが、国が定める 2050 年のカーボンニュートラル実現に向けて重要であり、ＧＸ

投資を通じてモーダルシフトが推進されるべきと考えています。 

このような現下の環境や問題意識を踏まえたＪＲ産業の課題の解決に向けて、下記の通

り、政策の推進を要請しますので、積極的なご支援をいただきますようお願い申し上げます。 



１．物流「2024 年問題」における貨物鉄道の積極的な活用 

(1) 物流「2024 年問題」に対する関係者の理解促進と政策誘導 

① 貨物鉄道はモーダルシフトの担い手であり、政府の支援も受けながら取り組みを進め

ているものの、自然災害の影響等による遅れなどに起因する信頼性の低さやダイヤ設定

上の制約等によって、機運が醸成されているとは言えない状況にあることから、国が進

める社会政策として、すべての関係者に現状に対する理解を浸透させ、貨物鉄道の利用

拡大にむけた政策誘導を図ること。 

 ② 環境負荷軽減の観点から荷主側企業が貨物鉄道を選択した場合に、これを評価し税制

上の優遇措置を講ずるなど、インセンティブを与えること。 

(2) 物流網の強靱化 

貨物鉄道ネットワークが安定的にサービスを提供できるよう、旅客鉄道会社をはじめ

事業者が保有する路線 （軌道）の強靱化対策に向けた必要な財政支援を行い、防災 ・減災

対策を積極的に講じること。 

(3) モーダルコンビネーションの推進 

31ft コンテナ、40ft コンテナの利用拡大には、トップリフターの整備や用地の確保等

の設備投資が必要不可欠であり、ＪＲ貨物がこれらを取得するうえでの財政的支援や税制

優遇措置を講じること。 

 

２．鉄道設備の保守や建設に関わる建設業「2024 年問題」の課題への対応 

(1) 適正契約の推進（工期・請負代金） 

 ① 「工期に関する基準」の適正運用を促進し、不適切に短い工期での請負契約を規制す

るため、同基準に提示された 「考慮すべき事項」を可能な限り具体的に明示すること。 

 ② 民間工事への適用を目指して勧告を検討している「標準労務費」については、各産業

の特状を踏まえたうえで、サプライチェーンの末端まで適切な賃金の原資が確保でき

るよう、職種毎に十分な金額を勧告すること。 

 ③ 不適切に低額な請負代金での契約を防止するための規制を行うこと。 

 ④ 工期延伸や工事費増に伴い、発注者に大きな負担が生じることから、労務費を含めた

適切な価格転嫁が出来る仕組みを創設するとともに、価格転嫁に対する社会の理解促

進を図ること。 

 ⑤ 発注者の負担増については、ただちに価格転嫁が困難な場合については、必要な支援

策を講じること。 

(2) 人財確保 

 ① 時間外労働の上限規制を実施するにあたり、不払い残業を発生させないために、適切



な行政監視及び指導を実施すること。 

 ② 安定した収入により人財を確保するため、特に中小企業における日給月給制から月給

制への移行を促進し、そのための支援策を講じること。 

 ③ 新技術の導入による生産性向上や働き方の見直しのための設備投資等に支援策を講

じること。 

(3) 整備新幹線建設 

 ① 現在建設中の整備新幹線について、工期の途中においても、現実的な工期の見直しを

柔軟に行うこと。 

 ② 計画推進に伴い発生する事業者の経営負担等に対して、国が設備投資や負担軽減を行

うこと。 

 

３．コスト増や社会的要請対応の適正な価格転嫁について 

(1) 柔軟な運賃・料金制度 

  鉄道 ・バスの運賃制度について、現行の総括原価方式を見直し、燃料費や人件費の上昇、

さらにはバリアフリー化や防犯対策、災害対策等の社会的要請に対して、航空機の燃油サ

ーチャージのように事業者が運賃・料金を柔軟に設定できる制度を設けること。 

(2) エネルギー価格高騰対策 

① エネルギー価格高騰によるコスト増が経営上の重荷となっている公共交通・物流事業

者を支援するために、国の負担軽減策を継続すること。 

② 事実上国の負担軽減策の対象外となっている鉄道事業者が受電する特別高圧電力を支

援対象とすること。 

③ バスの動力源に供する軽油の軽油引取税の課税を減免すること。 

 

４．脱炭素化に向けた鉄道への支援や利用促進 

(1) 省エネ・低単組車両の導入、水素車両等の開発 ・導入、省エネ設備導入、モーダルコン

ビネーション促進に向けた貨物駅の機能強化など、ＪＲ産業におけるＧＸ投資をＧＸ経済

移行債の支援対象とすること。 

(2) カーボンニュートラル投資促進税制の対象資産に鉄道車両等を加えること。 

(3) カーボンプライシングの炭素賦課金や排出量取引の制度設計にあたっては、環境に優

れる鉄道事業への負担を除外すること 

(4) 脱炭素化に貢献する鉄道事業の利用を促進すべく、社会啓発、インセンティブや規制に

よる誘導政策の実施を検討すること 

 



５．「改正地域交通法」の趣旨に基づいた持続可能な地域モビリティ実現に向けた実効ある

議論の推進 

地域公共交通を「リ・デザイン」（再構築）し、鉄道からバス等へのモード転換や上下

分離方式をはじめとする公有民営方式の導入等も含め、真に持続可能な交通体系を構築

するには、ポリシーミックスの観点から総合的 ・横断的に交通政策を実施することが重要

であり、国や地域は教育、医療 ・福祉をはじめ、まちづくりや地域振興、産業 ・観光政策

のほか、環境や防衛に係る予算も活用して実現に向けて取り組むこと。 

 

以上 


